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令和５年度 寝屋川市契約事務の方針 

 

１ 目的 

⑴ 入札契約の透明性、競争性(経済性)、公平性(公正性)を確保するため 

⑵ 市域の雇用確保や地域経済の発展のために、市内業者及び準市内業者(以

下、市内業者等という。)の活用を促進するため 

２ 現状と背景 

⑴ 市の努力義務 

「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」（以下「官公需

法」という。）第８条において、地方公共団体においても国の施策に準じて努

力すべきとなっている。 

⑵ 「令和４年度中小企業者に関する国等の契約の基本方針」 

国は、官公需法に基づき、官公需における中小企業・小規模事業者向け契

約目標や中小企業・小規模事業者の受注機会の増大のための措置事項等を定

めた「令和４年度中小企業者に関する国等の契約の基本方針」（以下「基本方

針」という。）を令和４年８月 26 日に閣議決定した。 

また、スタートアップ育成の重要性を踏まえ、各府省における調達の実態

について確認し、スタートアップからの調達が特に見込まれる分野について

検証を行うなど、中小企業、とりわけスタートアップの受注機会の増大に向

けた方策の検討を早急に進めるといった事項を新たに講ずる措置として盛

り込んでいる。 

基本方針の主な措置は、以下のとおりである。 

１ 東日本大震災の被災地域等の中小企業・小規模事業者に対する配慮 

２ 平成 28 年熊本地震、平成 30 年７月豪雨、令和元年東日本台風及び令

和２年 7 月豪雨の被災地域の中小企業・小規模事業者に対する配慮 

３ 新型コロナウイルス感染症の影響を受けている中小企業・小規模事業

者に対する配慮 

４ 官公需情報の提供の徹底 

５ 中小企業・小規模事業者が受注し易い発注とする工夫 
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⑴ 総合評価落札方式の適切な活用 

⑵ 分離・分割発注の推進 

⑶ 適正な納期・工期、納入条件等の設定 

⑷ 調達・契約手法の多様化における中小企業・小規模事業者への配慮 

⑸ 知的財産権の取扱いの明記 

⑹ 同一資格等級区分内の者による競争の確保 

⑺ 中小企業官公需特定品目等に係る受注の機会の増大 

⑻ 調達手続の簡素・合理化 

⑼ 地方公共団体と連携した「働き方改革」に留意した発注の共有 

６ 中小企業・小規模事業者の特性を踏まえた配慮 

⑴ 小企業者を含む小規模事業者の特性を踏まえた配慮 

⑵ 技術力のある中小企業・小規模事業者に対する受注の機会の増大 

⑶ 地域の中小企業・小規模事業者等の積極活用 

⑷ 中小企業・小規模事業者の適切な評価 

⑸ 中小建設業者に対する配慮 

⑹ 事業継続力が認められる中小企業・小規模事業者に対する配慮 

⑺ 中小石油販売業者に対する配慮 

⑻ 創意工夫のある中小企業・小規模事業者の参入への配慮 

⑼ 外注における地域の中小企業・小規模事業者の活用及び人件費確保

等の周知 

⑽ 中小企業・小規模事業者の資金繰りへの配慮 

７ ダンピング防止対策、消費税の円滑かつ適正な転嫁等の推進 

⑴ ダンピング防止推進の周知 

⑵ 適切な予定価格の作成 

⑶ 低入札価格調査制度の適切な活用等 

⑷ 最低賃金額の改定に伴う契約金額の見直し 

８ 地方公共団体への協力依頼 

⑴ 国等の契約の基本方針の要請等 

⑵ 国等の契約の基本方針に準じて講じられた措置の実施状況の公表 

⑶ 連携推進体制の活用 
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⑶ 令和４年度の改善内容 

ア 物品の購入に係る契約に関する公開見積合せの試行の状況検証 

公開見積合せの試行に当たっては、その試行の状況について検証を行う

とともに、その結果に基づき、公開見積合せの在り方について検討を行っ

た。 

  イ 制限付一般競争入札の発注基準の見直し 

(ｱ) 建設工事の施工実績要件の緩和措置 

     市内業者等の発注条件については、施工実績要件の過去 15 年縛りを

撤廃する。 

   (ｲ) 測量・建設コンサルタント等の発注基準の見直し 

     総合数値の上限値を撤廃するとともに、市内業者等については 50 万

円以上 3,300 万円未満の案件の総合数値を 170 以上から 110 以上に改め

る。 

  ウ 電子入札の辞退等の取扱いの見直し 

   (ｱ) 配置予定技術者による辞退を認める要件 

     一般競争入札において当該案件の応札後に、入札公告に記載した配置

予定技術者の要件を満たす技術者が、病休若しくは退職又は他の受注工

事に配置するなどの理由によりいなくなった場合に限り、事後審査書類

の提出を辞退することを可能とする。この場合、事後審査書類の提出を

辞退する意思を明示した書類の提出を必要とし、入札書が無効となるが、

指名停止の措置要件には該当しないこととする。 

  (ｲ) 落札制限本数に関する対応について 

落札制限本数にかかる公告の開札日が重複する場合に限り、調達公告

番号が若い案件で、かつ案件番号が若い案件の順で落札者とし、その後、

落札制限本数限度に至る場合は、入札書が無効となり、指名停止の措置

要件には該当しないこととする。 

エ 工事成績評定書の改正 

市内の経済の活性化と雇用の確保、地元企業の育成を図るため、成績書

の監督員「評価項目Ⅱ」シートの加点項目欄に下記の項目⑴⑵⑶を追記し、

市内業者を活用した場合、評定点に最大＋２点を加点する。 
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項目⑴ 工事資材を市内業者に発注した場合、又は下請工事を市内業者

に発注した場合、評定点に＋１点加点。両方に該当しても＋１点

のみ。（主要資材発注先届、又は下請負者(委任者)通知書に市内業

者があれば加点。） 

項目⑵ 工事資材の 50％以上を市内業者に発注した場合、評定点に＋２

点加点。（主要資材発注先届の総額の 50％以上を市内業者に発注。） 

項目⑶ 下請工事の 50％以上を市内業者に発注した場合、評定点に＋２

点加点。（下請負者(委任者)通知書の総額の 50％以上を市内業者

に発注。） 

ただし、上限は＋２点までする。（⑴⑵⑶の３項目全てに該当しても加点

は＋２点まで。） 

３ 令和５年度における見直し内容   

⑴ 物品の購入に係る契約に関する公開見積合せの試行 

   一定の成果を上げていることから、対象となる案件の拡大を図る。令和４ 

年度に引き続き、令和５年度対象となる案件「総務部契約課が担当する予定

価格（消費税及び地方消費税の相当額を含む｡)が 80 万円以下の物品の購入

（購入及び借入れ）」とし、公開見積合せの透明性を図るため、「物品の購

入に関する公開見積合せの試行について 第 15 公開見積合せの結果に係る情

報の提供」を見直し、ホームページ上で結果を公表する。 

⑵ 制限付一般競争入札の発注基準の見直し 

  ア 建設工事の発注基準の見直し 

(ｱ) 見直し内容 

建設業法施行令において、特定建設業の許可及び監理技術者の配置が

必要となる下請代金額や監理技術者等の専任を要する請負代金額等の

引き上げ並びに技術検定制度の見直しを行う「建設業法施行令の一部を

改正する政令（令和４年政令第 353 号）」が公布されたことに伴い、金額

要件について下記のとおり見直しを行う。 

    ａ 主任技術者又は監理技術者の専任を要する請負代金額の下限につい

て、3,500 万円（建築一式工事の場合は 7,000 万円）から 4,000 万円

（建築一式工事の場合は 8,000 万円）に引き上げる。 
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ｂ 特定建設業の許可及び監理技術者の配置を要する下請代金額の下

限について、4,000 万円（建築一式工事の場合は 6,000 万円）から 4,500

万円（建築一式工事の場合は 7,000 万円）に引き上げる。 

    ｃ 特定建設業の許可を要する予定価格の下限について、土木一式工事

の場合は 5,000 万円以上、建築一式工事の場合は 7,000 万円以上から

土木一式工事の場合は 5,500 万円以上、建築一式工事の場合は 8,000

万円以上に引き上げる。 

   (ｲ) 実施時期 

     令和５年４月１日施行 

  イ 測量・建設コンサルタント等の施工実績要件の緩和措置 

   (ｱ) 現状 

     予定価格 300 万円以上の測量・建設コンサルタント等については、原

則過去 15 年間に、官公庁と契約を締結し、履行した実績を有することを

求めている。 

   (ｲ) 見直し内容 

     市内業者等の発注条件については、施工実績要件の過去 15 年縛りを

撤廃する。 

   (ｳ) 効果 

     市内業者の受注機会拡大及びより一層の競争性の確保を図る。 

   (ｴ) 実施時期 

     令和５年４月１日施行 

⑶ 建設工事及び測量・建設コンサルタント等における保証証書の取扱い 

 ア 見直し内容 

    令和４年３月に中央建設業審議会において公共工事標準請負契約約款が

改正され、契約保証等の保証証書の電子化対応がなされたことに伴い、建

設工事及び測量・建設コンサルタント等における保証証書の取扱いについ

て、従来の書面による提出に加え、電子証書の利用を可能とする。 

  イ 効果 

    保険証書の受取から提出にかかる時間の削減及びオンライン化の促進を

図る。 
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  ウ 実施時期 

    令和５年４月１日 

  

４ 継続検討する事項 

⑴ 総合評価落札方式の適切な活用 

⑵ 制限付一般競争入札における電子入札の拡大（建設工事、建設コンサルタン

ト以外の業務委託等における電子入札の推進） 

⑶ 競争随意契約等における相手方の選定の在り方 

⑷ 物品の購入に係る契約に関する公開見積合せの試行状況の検証 
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５ 令和５年度 寝屋川市の入札制度 

⑴  建設工事 

  ア 令和５年度 制限付一般競争入札の級別格付けと発注基準 

ランク 土木、建築 電気、管 舗装 

Ａ 

800 点以上 
 

５億円未満 

250 万円以上 

800 点以上 
 

５億円未満 

 

800 点以上 
 

３億円未満 

 

Ｂ 

799 点以下 

650 点以上 
 

6,000 万円未満 

 

799 点以下 

650 点以上 
 

6,000 万円未満 

 

799 点以下 

650 点以上 
 

1,000 万円未満 

 

Ｃ 
649 点以下 

 

2,000 万円未満 

649 点以下 
 

2,000 万円未満 

649 点以下 
 

750 万円未満 

＊備考 

   上段＝級別格付の点数（総合評定値通知書の総合評定値（P）に、市内業者に 

ついては 15％を、準市内業者については５％を加算した数値）区分 

   下段＝予定価格(消費税及び地方消費税を除く。)区分 
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  イ 令和５年度の入札制度（原則全業種を制限付一般競争入札の対象とする。） 

項 目 説 明 

対 象 工 事 土木･建築･電気･管･舗装 

とび・土工、しゅんせつ、塗

装、機械器具設置、造園、消

防施設等（土木･建築･電気･

管･舗装以外の全業種） 

対 象 金 額 

発注工事の金額が 130 万円を超え 

5 億 5,000 万円未満 

（舗装は 3 億 3,000 万円未満） 
※消費税及び地方消費税を含む。 

発注工事の金額が 130 万円を

超え 3 億 3,000 万円未満 

※消費税及び地方消費税を含む｡ 

対 象 業 者 主に市内業者 
市内業者、準市内業者 

必要に応じ市外業者 

特定建設業の 

発 注 基 準 

予定価格 土木 5,500 万円以上 

     建築 8,000 万円以上 

技 術 者 の 

配 置 

建設業法に定める技術者の配置 

契約額 4,000 万円(建築は 8,000 万円)以上は専任の主任技術者 

下請け額 4,500 万円(建築は 7,000 万円)以上は監理技術者の配置 

施 工 実 績 を 

求 め る 工 事 
予定価格 750 万円以上 

施 工 実 績 の 

期 間 
市外業者は原則過去 15 年以内 

施 工 実 績 の 

基 準 

予定価格 必要な施工実績 

予定価格の２分の１以上 

3 億円未満 予定価格の 2 分の 1 以上 

3～4 億円未満 

土木･建築･電気･管 
1 億 5,000 万円以上 

4～5 億円未満 

土木･建築･電気･管 
2 億円以上 

１回の公告の 

落 札 制 限 
１業種につき１本 

１回の公告の 

申 込 本 数 

市内業者 

本数制限なし 

準市内業者 

第一希望業種が１本 

第二希望業種が１本の合計２本 

本数制限の対象外 

契 約 の 

本 数 制 限 

予定価格が 750 万円以上で適用 

市内業者 

第一希望業種と第二希望業種 

本庁・水道局合計で４本まで 

(ただし、土木は１本を限度) 

準市内業者 

第一希望業種と第二希望業種 

本庁・水道局合計で２本まで 

(ただし、土木は１本を限度) 

本数制限の対象外 

※ 予定価格には、消費税及び地方消費税を含まない。 
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⑵ 測量・建設コンサルタント等 

  ア 令和５年度 制限付一般競争入札の発注基準 

総合数値 

発注金額 所在地要件 市内業者 

準市内業者 
市外業者 

230 以上 230 以上 50 万円以上 

市内業者 

準市内業者 

市外業者 

110 以上 170 以上 

50 万円以上 

3,300 万円未満 

市内業者 

準市内業者 

市外業者 

50 万円以上 

330 万円未満 

市内業者 

準市内業者 
（必要に応じ市外業者） 

＊ 備考 発注金額には、消費税及び地方消費税を含む。 

 

  イ 令和５年度の入札制度（原則全業種を制限付一般競争入札の対象とする。） 

項  目 説 明 

対 象 業 務 

原則全業務 

（測量、建築関係コンサルタント、土木関係コンサルタン

ト、地質調査、補償関係コンサルタント）  

対 象 金 額 
発注金額が 50 万円以上 

※消費税及び地方消費税を含む。 

対 象 業 者 
市内、準市内、市外業者 

（発注金額 50 万円以上 330 万円未満は主に市内・準市内業者） 

技 術 者 の 配 置 技術士等業務に必要な資格を有する者の配置  

実績を求める業務 予定価格 300 万円以上 

業 務 実 績 の 期 間 市外業者は原則過去 15 年以内 

申 込 の 本 数 制 限 本数制限なし 

１ 回 の 公 告 の 

落 札 制 限 
１業種につき１本 

契 約 の 本 数 制 限 本数制限なし 

※ 予定価格には、消費税及び地方消費税を含まない。 

 


